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産業構造審議会商務流通情報分科会第１回製品安全小委員会 

議事録 

 

日時：平成２５年１２月５日(木)１０：００～１２：００ 

場所：経済産業省別館３階３１２共用会議室 

 

議題： 

１．製品安全における技術基準体系の見直しについて 

２．リコール情報の周知に向けた取組について 

３．製品安全政策の取組状況について 

４．その他 

 

議事概要 

１．製品安全における技術基準体系の見直しについて  

○岡部製品安全課長  それでは、時間になりましたので、ただいまから産業構造審議会

商務流通情報分科会第１回製品安全小委員会を開催させていただきます。 

 委員の皆様方におかれましては、ご多忙のところご出席いただきまして、まことにあり

がとうございます。 

 それでは、まず寺澤商務流通保安審議官より一言ご挨拶を申し上げます。 

○寺澤商務流通審議官  商務流通保安審議官の寺澤でございます。本日は、よろしくお

願いします。 

 今日は、皆様お忙しい中お集まりいただきまして、ありがとうございます。皆様におか

れましては、平素より製品安全行政について深いご理解とさまざまなご支援をいただきま

して、ありがとうございます。心より御礼を申し上げます。製品安全小委員会の開催に当

たり、一言ご挨拶をさせていただきます。 

 皆さんご案内かもしれませんけれども、本年、産業構造審議会全体の全面的見直しがご

ざいまして、その関係で、本委員会についても組織と委員構成の見直しがございました。

ただ、製品安全分野におけるこの小委員会のミッションと重要性というのは、全く変わら

ないどころか一層高まっているというふうに確認しております。本日は、まさに新しくス

タートする製品安全小委員会の第１回会合でございます。 

 そうした中で、今日のテーマは２つございます。１つは、製品安全分野における技術基
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準体系の見直しでございます。技術基準というのは、当然製品安全を確保するために必要

でございますけれども、同時に産業活力を生かすという視点も重要だと思っています。そ

うした観点から、ご案内のように、まさに来年の１月１日から、いよいよ電気製品につい

て性能規定化が始まるということになるわけでございます。性能規定化になりますと、ご

案内のとおり、いろいろな設計の自由度は相当増します。また、国が基準をつくる前から

でも新しい製品を投入できるということで、産業活力のためには非常にプラスだろうとい

うふうに考えております。他方で、企業がみずから技術基準に適合することを立証するの

も、企業によっては大変な部分があるのも事実だと思います。そのため、私どもとしては、

技術基準の適用について、それを確認するための整合規格という整備を進めていきたいと

いうふうに思っております。これが１つ目のテーマです。 

 ２つ目のテーマが、リコール製品の周知徹底に向けた取り組みでございます。残念なこ

とではございますけれども、本年２月にＴＤＫ製の加湿器を火元とする火災によって、５

名の方がお亡くなりになるという痛ましい事故がございました。このようにリコールを実

施中に、まだ回収修理されていないリコール未対策品を原因とする重大事故というのは、

年間100件以上発生しております。私も着任以来、毎週、製品安全については報告を担当

部局からもらうのですけれども、リコールしているにもかかわらず回収率が相当低いもの

が結構ございます。実際、工事をやっているとかいうのは回収率とか対策率は非常に高い

のですけれども、普通の流通に行ってしまうというものについては、なかなか回収率が上

がってこないということでございます。 

 これは長年の懸案ではございますけれども、こういうリコールの対象の製品について周

知徹底をどう進めるのか。さらに、消費者の方にそれを知ってもらって動いてもらう、行

動してもらうということが非常に重要なのでございますけれども、１億2,000万の広い日

本のマーケット、流通に散ってしまった製品について、どうやって認識してもらうのか、

どうやって行動してもらうのか。これは相当程度知恵が必要ですし、知恵に加えていろい

ろな関係者のご協力が必要ということだろうと思います。ぜひこの小委員会でもいろいろ

なお知恵をいただくとともに、関係業界の方がいらっしゃるものですから、ぜひ全面的な

サポートをお願いしたいと思います。 

 最後になりますけれども、私どもとしては、消費者目線に立った製品安全行政を進める

ことが非常に重要だと思いますし、先ほどの点も含めて、消費者の皆様あるいは企業の皆

様に、広く製品安全文化を浸透するということは非常に重要だと思います。そのために、
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今日、消費者庁にも来てもらっていますけれども、消費者庁とも連携しながら製品安全行

政を進めていきたいと思います。今後ますます皆様のお知恵とご支援をちょうだいできれ

ばと思います。今日は、ぜひ活発な意見をちょうだいできれば幸いでございます。本日は、

よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  申しおくれましたけれども、今回第１回ということで委員長の選

任を行わなくてはなりませんので、それまでの間、私、製品安全課長の岡部のほうで進め

させていただきます。 

 次に、委員のご紹介をさせていただきます。 

 お手元にございます委員名簿に沿って、委員の皆様方をご紹介させていただきたいと思

います。 

 まず、宮村鐡夫委員。 

○宮村委員  宮村です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  青山理恵子委員。 

○青山委員  青山です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  井上淳委員。 

○井上委員  井上です。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  大河内美保委員。 

○大河内委員  大河内です。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  大崎博之委員。 

○大崎委員  大崎です。よろしくお願いいたします。 

○岡崎 岡嶋昇一委員の代理として、金谷様にご出席をいただいております。 

○岡嶋委員（金谷代理）  金谷です。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  小野裕嗣委員。 

○小野委員  小野でございます。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  郷原信郎委員でございます。 

○郷原委員  郷原です。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  佐々木定雄委員。 

○佐々木委員  佐々木でございます。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  高橋晴樹委員。 

○高橋委員  高橋でございます。どうぞよろしくお願いします。 
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○岡部製品安全課長  水流聡子委員。 

○水流委員  水が流れると書きまして水流（つる）といいます。よろしくお願いいたし

ます。 

○岡部製品安全課長  東嶋和子委員。 

○東嶋委員  東嶋です。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  長岡正伸委員。 

○長岡委員  長岡です。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  長田三紀委員。 

○長田委員  長田でございます。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  野坂雅一委員。 

○野坂委員  野坂です。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  松本恒雄委員。 

○松本委員  松本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  山本修委員。 

○山本委員  山本でございます。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  なお、岡本満喜子委員におかれましては、本日、ご欠席いただい

ております。 

 次に、オブザーバーの皆様方をご紹介させていただきたいと思います。 

 日本百貨店協会の小豆澤常務理事。 

○オブザーバー（小豆澤）  小豆澤です。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  一般社団法人全国中小貿易業連盟・伊藤理事長におかれては、遅

れてご参加でございます。 

 全国電機商業組合連合会・北原会長。 

○オブザーバー（北原）  よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  一般社団法人日本ガス協会・田邊常務理事。 

○オブザーバー（田邊）  田邊でございます。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  一般社団法人日本リユース機構・波多部代表理事。 

○オブザーバー（波多部）  波多部でございます。よろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  一般社団法人ジャパン・リサイクル・アソシエーション・藤田代

表理事。 
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○オブザーバー（藤田）  藤田です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○岡部製品安全課長  委員長につきましては、委員の皆様方にはご内諾をいただいてい

るところではございますけれども、宮村委員にお願いしたいと思います。よろしいでしょ

うか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 それでは、宮村委員長に一言ご挨拶をいただきますとともに、以後の議事進行をお願い

したいと思います。 

 宮村委員長、よろしくお願いいたします。 

○宮村委員長  それでは、改めてご挨拶させていただきますけれども、新しい小委員会

に変わって委員長を引き受けさせていただきます。よろしくお願いしたいと思います。 

 今までの委員会におかれましても、製品安全のネットワークを構築するに当たりまして、

事業者、消費者、そして規制当局の皆様が、一種のトライアングルをしっかり組んで取り

組まれてきたというふうに感じております。しかし、最近の世の中の動きをみてみますと、

特に事業の拡大の方向などをみてみますと、グローバル化ということで、一つは地理的な

拡大というものがあります。もう一つは、事業の進め方でもナショナルブランドからプラ

イベートブランド、かなり垂直統合の方向も変わってきているということです。そしてま

た、いろいろな分野に進出していくという意味で、製品ポートフォリオといいますか、各

種の品物をつくっていろいろな市場にアタックしていくというような形で、今までにない

形の変化が非常に早く進んでいる。そうすると、今まで進めてきたトライアングルの構造

というのも非常に大きな変化が起きて、それに対応していかなきゃいけないと感じており

ます。 

 そういうお話で先ほど審議官さんのほうから一つあったのが、リコールしても回収の情

報が届かないとか、そういう情報の共有をどう進めていくか。そこが非常に大きな問題に

なっていると思いますので、そういう面について、それぞれのご専門の立場から積極的な

ご意見を拝聴させていただいて、今後の製品安全の方向をしっかり見きわめて進んでいき

たいと思いますので、引き続きご協力をよろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、議事に進んでいきたいと思いますが、その前に、まず定足数について改めて

確認をさせていただきます。本小委員会は、委員の出席者が、先ほどご紹介ありましたよ

うに過半数を超えておりますので、成立しているということを確認したいと思います。 

 次に、委員の皆様方に本小委員会の公開についてお諮りしたいと思います。 
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 本小委員会につきましては、産業構造審議会の規定に基づきまして、公開という形で議

論を進めていきたいと思います。なお、議事要旨につきましては、小委員会終了後速やか

に公開、議事録については委員の皆様方のご確認を得た上で公開、また資料につきまして

も、原則公開したいと考えております。よろしくお願いします。 

 それでは、今のような議事で進めさせていただいてよろしいでしょうか。 

 次に、配付資料の確認を事務局のほうからお願いしたいと思います。 

○岡部製品安全課長  配付資料につきましては、お手元の資料の２枚目に配付資料一覧

というのがございます。資料１から資料10までございます。もし不足、乱丁などございま

したら、議事の途中でも結構ですので、事務局のほうにお知らせいただければと存じます。 

○宮村委員長  では、資料についてはよろしいでしょうか。また、不足がありましたら、

逐次お願いしたいと思います。 

 それでは、議事に入りたいと思いますが、まず議題１です。製品安全における技術基準

体系の見直しについて、初めに①電気用品の性能規定化について、事務局よりご説明をお

願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

○岡部製品安全課長  それでは、まず電気用品の性能規定化についてご説明をさせてい

ただきます。資料１から３を使ってご説明をしたいと思います。 

 まず、資料１をごらんください。 

 電気用品安全法におきましては、技術進歩あるいは新製品の開発に柔軟に対応できるよ

うにするということで、これは既に前回のこの小委員会でもご紹介をさせていただいてき

たと存じますけれども、品目ごとに技術基準の詳細を定めております現行の仕様規定を改

めまして、電気用品の安全に必要な性能を定めた性能規定とする改正を行いまして、７月

１日に技術基準省令を公布いたしまして、先ほど寺澤商保審のほうから紹介しましたよう

に、１月１日からいよいよ施行するということでございます。省令そのものにつきまして

は、参考１－１という形でつけておりますので、後ほどごらんいただければと存じます。

この改正によりまして、材料の規格、数値等の詳細につきましては、事業者みずからが技

術基準への適合性を判断できるというような仕組みに変わることになっております。 

 この資料の背景のところでございますが、日々進化します技術、新製品、あるいは国際

的な規制動向、こういうものにこれからは迅速に対応ができていくのではないかというふ

うに考えております。 

 この技術基準の性能規定化でございますけれども、この資料の右側にございますように、
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安全保安上不可欠な性能に限定しまして、一般要求事項、危険源に対する保護などについ

て定めるものということにしております。本改正によりまして、事業者は所定の安全性能

を満たせば足りるということになりまして、設計の自由度が大きくなり、迅速に商品開発

が可能になるというふうに考えております。 

 ただ一方で、この性能規定化というのは、事業者の方の責任というのが非常に重要にな

ってくると考えております。開発に当たりまして、十分なリスクアセスメントを実施する

であるとか、あるいは事故などの問題が起きた場合に、再発防止策を安全原則に基づいて

検討する、こういった自己責任の重要性というのがますます高まる仕組みだというふうに

考えております。 

 なお、事業者が性能規定化された技術基準を満たす目安として使えるようにということ

で、当分の間は、現在技術基準省令に書いてあります仕様規定、これを通達の形で示して

いきたいというふうに思っております。これにつきましては、次の資料でまた詳しくご説

明をさせていただきます。 

 今後の課題としましては、今回の性能規定化で見送りました４つの項目がございます。

光であるとか音響の危害防止、組み込みソフトの安全性、電磁的妨害となる放射の制限、

生物学的ハザード、こういったものにつきましては今後追加を検討してまいりたいという

ふうに考えております。 

 もう一点、これも大きな課題でございますけれども、品目指定につきまして大括り化と

いうのを検討していく予定にしております。現在の規制品目は政令で定めておりますけれ

ども、非常に細かくなっているものもあれば、あるいは品目と品目のはざまに落ちてしま

って対象となっていないというようなものもございます。こういったことに対応するため

に、品目の指定について大括り化というのを今後検討していきたいというふうに考えてお

ります。 

 資料２のほうをごらんいただきたいと存じます。 

 こちらの右下の図をごらんいただきたいと思いますけれども、右下の図の現行と改正後

の説明をさせていただきます。現行につきましては、こちらに書いてありますように、技

術基準におきまして細々と仕様を規定しているところでございます。これは技術基準とし

て性能規定をするという右側の改正に移るわけでございますけれども、当面、現在の仕様

規定というものを、例示の基準といたしまして、通達ということで残していくということ

にしております。ただ、これは過渡的な措置だというふうに考えております。現在の技術
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基準の中でも、国際規格に準拠した基準という、いわゆる２項基準というものを定めてお

ります。こちらに相当するものをだんだんと増やしていこうというふうに考えておりまし

て、これをＪＩＳなどの公的規格、こういったもので積極的に取り込んでいくということ

で、技術基準に定められた要求事項を満たすもの、この項目を具体化した整合規格として

整備を進めていこうということにしております。 

 この整合規格につきましては、国際規格を反映させたＪＩＳなどの公的な規格を取り入

れていくということで、国際的な技術動向を反映していくということも可能となりますし、

また一方で、新しい技術、製品、こういったものを反映させたＪＩＳなどの公的規格を整

合規格として整備することによりまして、これを足がかりにして我が国初の国際規格の提

案ということにも貢献できるのではないかと考えておるところでございます。 

 今回、性能規定化をいたしまして製品をつくっていただく、輸入していただくという上

で、２つのルートを考えております。技術基準適合のためにこの２つのルートがあると思

っておりまして、１つにつきましては自己適合証明でございます。こちらにつきましては、

性能規定について事業者みずからが、客観的データに基づきまして適合性を確認するとい

うものでございます。設計ごとに要求性能を満足していることを事業者の方に確認をして

いただくということにしております。参考３－３のほうに、これに必要であろうという技

術的な資料、このぐらいの技術的な資料は用意をして確認をしていただきたいというもの

を掲げております。 

 (2)にございます整合規格は、いわば従来でいう仕様規定とは若干異なっている面がご

ざいます。といいますのは、ＪＩＳなどの公的規格を取り込むことによりまして、国際的

に整合した規格を例示として挙げていくということで、具体的な寸法、形状、試験方法、

こういったものがこの整合規格として提示され、これに適合することによって技術基準へ

の適合を確認できると、こういったような仕組みを用意したいというふうに考えておりま

す。 

 この整合規格につきましては、右上の図のほうにございますように、おおむねこの３年

ほどかけて整備を進めてまいりたいというふうに考えておるところでございます。 

 次に、資料３のほうをごらんいただきたいと思います。 

 この整合規格というものを認めていく上で、こういったやり方で認めていきたいという

ものでございます。整合規格の原案につきましては、民間の皆様におきまして原案作成を

していただきたいというふうに考えております。その提案を受けまして、下の図にあるよ
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うに、国のほうで技術審査、整合規格として十分なものであるかどうかという確認を行わ

せていただくと。技術審査につきましては、独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴ

Ｅ）さんのほうに依頼をして審査を行うということにしておりますが、この整合規格につ

きましては、参考３－２の別添２のほうに審査基準というものを例示しておりますけれど

も、ただ単に技術的に適合しているかどうかということだけではなくて、整合規格として

皆さんに使っていただく規格でございますので、規格の策定プロセスの公平性であるとか

公開性であるとか、こういったところも含めて整合規格等として、適当であるかどうかと

いうのを国で確認をしていくということにしております。 

 国で整合規格を確認するに当たりまして、専門家の皆様のご意見をいただきながら確認

をしていきたいと考えておりまして、これがこの資料３の右側にございますように、本小

委員会の下に電気用品整合規格検討ＷＧを設置させていただきまして、電気用品の分野で

あるとか、国際標準化に詳しい方、あるいは認定・認証に詳しい方、リスクアセスメント

に詳しい方、電磁関係の干渉などに詳しい方、消費者の観点からごらんいただく方、こう

いったような10名前後の専門家の方々にお集まりいただいて、整合規格としてふさわしい

ものであるかどうかというところの確認というものを行っていただきたいと考えておりま

す。本日の小委員会でＷＧの設置をお認めいただきましたら、年明けに第１回を開きまし

て、具体的な整合規格の確認の作業というものに入っていきたいと考えております。 

 簡単でございますけど、私からの説明は以上でございます。 

○宮村委員長  どうもありがとうございました。 

 大崎先生を中心に電気用品の性能規定化を進めてきていただいたわけですが、ほぼそれ

も来年の１月から実施できると、そういう体制に進んできたということです。今のご説明

につきましてご意見がございましたら、よろしくお願いしたいと思います。ご質問、ご意

見ある方は、ネームプレートを立てかけて示唆していただくとありがたいと思いますので、

よろしくお願いします。ございませんか。 

 では、大崎先生どうぞ。 

○大崎委員  電気用品の技術基準の性能規定化については、私自身もこれまでいろいろ

と、また深く作業にかかわらせていただきました。長年の課題であったことがようやく１

月１日の施行まで来たということで、たいへん結構なことと思います。また、この過程で、

国、規制当局と民間との間で協力していろいろ作業をしてきました。今後は、先ほどもお

話がありましたように、製造メーカー、輸入業者等の側の自由度が増すと同時に責任も伴
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うことになりますので、そこはいま一度しっかりとそれぞれの立場で考えていくことが大

事だろうと思っております。 

 また、整合規格の技術基準適合確認については、今後の当初作業がかなり多いのではな

いか、立ち上げ段階における整合規格の技術基準適合の確認の作業が多いのではないかと

思いますので、その辺のスピードアップといいますか、できるだけ早期にそういうものを

進めるような体制をしっかりつくっていただきたいと思っております。 

 また、整合規格だけでなくて、資料２で出ています技術基準適合のための２つのルート

のもう一方の、従来の技術基準には含まれない技術内容の製品の自己適合証明のほうは、

今後どの程度出てくるのか、私自身は今のところよく予想できませんが、そちらについて

も、基本は事業者側、製造メーカー等が自己適合証明の責任をもつことになります。それ

が本来の性能規定化された技術基準に合致しているかどうかという確認も、試買試験等、

どこかの段階で必ず必要になってくると思いますので、その辺のプロセスにつきましても、

ぜひ今後ご検討いただければと思っております。 

 以上でございます。 

○宮村委員長  どうもありがとうございました。 

 それでは、青山さん。 

○青山委員  大崎先生とかぶるかもしれませんけど、この規格については数年前から地

道な検討を続けられてきたということで、何回か中間報告的なことをいただいて、皆さん

大変だなというふうに思っておりました。ぜひ現場で混乱のないような形で、きちんと１

月１日施行ということでやっていただければありがたいと思います。 

 まず、消費者の立場からいえば、自己適合証明にしても、あるいは整合規格にしても、

とにかく安全が担保されて初めてこれが機能するのだということをぜひ事業者の方々には

ご認識いただきたいと思いますし、また自己適合証明については、どういう要求性能を満

足しているとか、その確認はどこでどういう形でなさっていただけるのか、その辺どうい

うお考えをおもちなのか、お聞かせいただければありがたいと思います。 

 以上です。 

○宮村委員長  事業者の方への確認ですね。もしお答えしていただくことができれば─

可能ですかね。では、また後ほどでもよろしいですかね。 

 ほかに、何かございますでしょうか。特に１月１日からの立ち上げは、業務量はふえて

も大丈夫だという。先ほどのは、そういうご心配ですよね。問題ないですね。 
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○岡部製品安全課長  私どもも、それから技術審査を行ってもらうＮＩＴＥのほうも、

これまで何年もかけて検討をしてきておりますし、あと、事業者の皆様方のほうからのご

提案というのも、１月１日になったから突然皆さんでどんと来られるということでもない

というふうに思っておりますので、そこは万事遺漏なきよう取り組んでいきたいと思って

おります。 

○宮村委員長  スムーズに立ち上げて、１月１日からはしっかり対応できるということ

ですので、ご安心くださいというお話です。 

 先ほど大崎先生のほうからもありましたけれども、自己認証のときのプロセスをはっき

りしてくださいというところですね。そういうところもぜひ事業者の方にお願いしたいと

ころなのですが、なぜ適合しているのか、ちゃんと検証可能のような形でプロセスを透明

にしておいていただけると、それは結局事業者の方にも有効になると思いますので、そう

いうような考え方をご理解していただきたいと思います。こういう変化に対応して新しい

技術も取り入れられると。そして事業を発展されていくのにも、製品安全にも役立つよう

な体制を整えてきた、そういうねらいがありますので、そういうところをよく理解してい

ただいて対応していただければありがたいと、そういうふうに考えております。よろしく

お願いしたいと思います。 

 特にほかになければ。─では、どうぞ。遠慮なく挙げていただいて結構ですので。 

○長田委員  今回初めて私は参加をさせていただいております。お話を伺っておりまし

て、自由な設計ができると、とてもいいことがいっぱいあると思うのですが、安全性、今

回このところでご自身で検証されるにしろ何にしろ、そのときには想定できなかったとい

うことがあるのではないかと思いますので、この後フォローをしながら、その新しい技術

の安全性というのは、ぜひ経済産業省のほうでもフォローしていただきたいなと思います

し、それが事故につながらないようにぜひというふうに思っております。 

○宮村委員長  何かございますか。 

○岡部製品安全課長  １つには、自己適合を宣言されてこられる方については、しっか

りとやっていただく。それと、国のほうでこれからやっていくことというのは、例えば○

ＰＳＥにつきましては、完全に自分で確認していただいて、自分できっちりと証拠となる

ものも保管していただくというやり方でございます。その時点では、国が一つ一つの商品

を確認するということはございませんけれども、私どもがふだんやっておりますのは、一

つに試買テストでございまして、これは市場で売っているものを買ってきて、それがきち



 

- 12 - 

んと技術基準を満たしているのかどうかを確認させていただいて、もしそれが適合してい

ないということであれば、そこを修正するなり、あるいはその商品を回収していただくな

り、なかなかその命令、指示に従っていただけない場合には法的な措置というものをとっ

ていくという仕組みになっております。 

 試買テストというのは、普通にマーケットからランダムに買っていくということだけで

はなくて、一般の方からいろいろとこの商品はおかしいのではないかというようなご指摘

をいただいて、それを踏まえて我々のほうで調査させていただくというやり方もとってお

りますので、しっかりとマーケットのほう、監視というものはやっていきたいと考えてお

ります。 

○宮村委員長  事後的な対応はかなり以前に比べて強化されてきて、そういう体制も整

えているということですので、またいろいろご意見ありましたらよろしくお願いしたいと

思います。 

 野坂先生、どうぞ。 

○野坂委員  質問があります。資料１の「今後の課題」のところで、安全４項目の追加

検討、「今後検討」とありますけれども、どういうスケジュール感で考えていらっしゃる

のかということです。 

 また、品目指定についての大括り化のことも課題として挙がっていますが、これは今後

設置されるＷＧの検討テーマなのか、それとも、また別途、改めて役所のほうで検討され

るのか、教えていただければと思います。 

○岡部製品安全課長  まず、第１点の安全４項目の追加検討でございますけれども、こ

れはまさに検討しておるところでございますし、国際的にも、必ずしもこの分野について

規格が整備されているわけではないということでございますので、どのタイミングで実際

にやっていけるのかというのは、正直なところ、明確にこの時点からというのをもってい

るわけではございませんが、課題としましては、まず品目の大括り化に取り組んだ上で、

並行して安全４項目の追加検討を行っていくという作業にしたいと思っております。 

 その前に、整合規格の整備というものも進めていくつもりでおりますので、早くても３

年後、４年後、時間感覚でいうとそういったようなタイミングになっていこうかと思いま

す。 

 それから、品目の大括り化についてでございますけれども、本日設置のお願いをしまし

たＷＧにつきましては、あくまでも整合規格の適合の確認というところをミッションとし
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ていただこうと考えておりまして、それとはまた別の場で、この大括り化については検討

の場というものをつくっていきたいというふうに考えております。 

○宮村委員長  今後のことについて少し時間が必要だということで、整合規格のほうを

先に検討を進めていると、そういうスケジューリングのようですが、よろしいでしょうか。 

 水流先生、どうぞ。 

○水流委員  少し質問なのですけれども、特に長期使用製品に関して、ユーザーの手に

渡った後でのメンテナンスであるとか故障修理のときの要件等については、性能規定の中

に、そういったユーザーに渡された後の関係性も含めて何か規定される形をお考えなので

しょうか。 

○岡部製品安全課長  この性能規定の範囲につきましては、具体的に製品をつくるとき、

その製品が備えていなくてはならない要件というのを定めておりますので、売った後のフ

ォローにつきましてはこの部分には入っておりません。ただし、資料１の右側の一番下の

ところをごらんいただくと、「第５章表示等」というところの②に書いてございますよう

に、長期使用製品安全表示制度については、表示をしてくださいという旨の規定は技術基

準に残します。それ以外の出回った後のフォローとか修理、こういったものに関しては、

今回のこの技術基準の中には入っておりません。 

○水流委員  そうしますと、例えば設計のところで、修理であるとかメンテナンスであ

るかと、そういうことを安全にするためとか、人によって修理方法とかそういったものが

ばらつかないようにするための、もともとの製品の設計というような工夫は若干あると思

うのですけど、そのあたりは逆に入るというふうにみてもいいのですか。 

○岡部製品安全課長  製品そのもののリスクアセスメントというのは、各事業者の方に

十分やっていただくという思想になっております。あとの修理のところにつきましては、

製品によっていろいろと違うかと思いますけれども、製品によっては別の法律の体系の中

で、修理とかそういうものについて一定の資格をもった人が扱わなくてはいけないとか、

そういうのを定めているものもございます。 

○水流委員  大括りにしたものの品目の中で、長期使用製品であるとかメンテナンス、

修理といったものが必ず発生するであろうというようなものについては、整合規格もしく

はそれぞれの品目別というか、協議会であるとかそういったところがむしろ積極的に考え

ていくという形で、自社製品だけでなくその製品の協会としてそういうことを考えていた

だくという形になるんですね。 
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○岡部製品安全課長  各事業者あるいは事業者団体でそういうものを自主的に考えてい

ただくというのもございますし、一方で、何か事故が起きてしまった場合につきましては、

これはまた消費生活用製品安全法に基づきまして事故の情報をいただき、必要があれば、

国のほうから回収であるとか修理、こういったことの命令もかけられるような法体系にな

っております。 

○宮村委員長  範囲をはっきりさせるというのは難しいところがあると思いますが、そ

ういうグレーゾーンについていろいろ確認していただきましたので、ぜひ今後の方向とか、

さらにブラッシュアップをするときに参考にしていただければありがたいと、そういうふ

うに思いますが、ほかにございますか。─特にございませんようですね。 

 では、貴重なご意見、どうもありがとうございました。 

 先ほどご説明がありましたように、資料３に記載があります電気用品整合規格検討ＷＧ

を本製品安全小委員会のもとに設置して、整合規格原案を評価していただきたいと思いま

すが、よろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございます。 

 それでは、事務局のほうにおかれましては、このＷＧでの検討結果につきましても、小

委員会へのフィードバックをよろしくお願いしたいと思います。 

 続きまして、②ガス用品等の技術基準体系の見直しにつきまして、事務局よりご説明を

お願いしたいと思います。 

○岡部製品安全課長  それでは、資料４をごらんください。 

 先ほどご説明しました電気用品の技術基準体系の見直しと同様の見直しというものを、

ガス用品についても考えていきたいというふうに思っております。仕組みとしては、電気

用品と同じように現行細かく仕様規定になっている技術基準省令を、安全確保のために必

要な性能を示すという技術基準に変えた上で、例示となるようなものについては整合規格

というもので整備をしていくという考え方でございます。 

 ガス用品につきましては、電気用品と比べまして検討のスタートは若干遅くなっており

ますけれども、資料４の後ろにつけております参考資料４－１でございます「ガス用品等

における技術基準体系等の見直し作業スケジュール」、こちらのほうをごらんいただきた

いと思いますけれども、24年度から具体的な検討に入ってきておりまして、24年度に全体

コンセプトとアクションプランを策定いたしまして、本年度25年度、技術基準省令の性能、
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どういう性能を規定すべきかというような検討を行っているところでございます。 

 今後でございますけれども、来年度に省令の改正作業に入りまして、27年度に技術基準

省令を公布、施行を28年度内にというふうに考えております。電気用品の場合とスケジュ

ール感が違っているところがございまして、スタートは電気に比べて遅れたわけでござい

ますけれども、整合規格の整備を終えるタイミングとしては、電気と同じか、あるいは若

干電気よりも早くなるかもしれないかなというところで検討を進めております。 

 といいますのは、１つには、電気用品に比べましてガス用品の品目数が少ないというこ

とで、整合規格の整備にかかる時間というものもそれほどかからないのではないかという

ふうに考えておりますので、この技術基準省令の施行につきましても、電気用品のほうは、

公布後半年で施行した上で、その後整合規格を整備いたしますけれども、ガスにつきまし

ては、整合規格の整備を進めまして、整合規格の公表と同時に技術基準省令の施行という

ような形でやりたいと考えております。 

 簡単でございますけれども、以上でございます。 

○宮村委員長  ご説明ありがとうございました。 

 電気用品に比べて、その経験も踏まえてだと思いますけれども、同時に省令と整合規格

を立ち上げると、そういうスピード感をもって進めていくというスケジュール等について

ご説明いただきました。 

 ご意見、ご質問ございましたら、よろしくお願いしたいと思います。 

 では、松本先生どうぞ。 

○松本委員  先ほどの水流委員のご質問とも絡んでくるのですけれども、ガス製品のほ

うが、電気用品よりは購入後使用中のメンテナンス、ユーザーの注意すべき程度がちょっ

と高いのではないかという気がいたします。その関係で、電気用品に関する参考１－１の

新たな性能規定の４条というので、「通常想定される供用期間中、安全機能が維持される

構造であるもの」というのは、使用者の使用の形態とか、途中で何かトラブルが発生した

場合等のことは、括弧に入れて「理想的な形で使っていれば」というところなのか、その

あたり判断が難しいかなと思うのですけど、どのように考えておられるのでしょうか。 

○岡部製品安全課長  使用方法については、理想的な状態で必ずしも使われるわけでは

ないというふうに考えております。これは現在でも同じかとは思いますけれども、ある意

味、通常想定されるような誤使用であるとか使い方というものを想定した上で製品の開発

を行っていくということだと思います。先ほども申し上げましたように、リスクアセスメ
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ントというものを十分にやっていただくと。そのリスクアセスメントの中には、通常想定

されるような誤使用みたいなものも含めて、それに対応するような内容の安全性能という

ものを確保していただくということになろうかと思います。 

○宮村委員長  よろしいでしょうか。ほかにございますでしょうか。 

 それでは、東嶋さんお願いします。 

○東嶋委員  ご説明ありがとうございました。東嶋と申します。 

 私も、電気用品とガス用品の違いというか、どういった違いに気をつけてつくっていら

っしゃるのかをお伺いしようと思ったのですが、今リスクアセスメントの点ということで

よくわかりました。 

 基本的なことで恐縮なのですけれども、電気用品とガス用品というのは、使用している

エネルギー源によって分けているのですか。そうしますと、燃料電池とかはガス用品に入

るのでしょうか。ご質問です。 

○宮村委員長  品目の括りの話が関連してくるということですね。 

○岡部製品安全課長  品目の括りのところでございますけれども、燃料電池につきまし

ては、今私どものほうで定めておるものというのは、基本的には一般家庭で使われるよう

なものという考え方になっております。ですから電気用品についても、事業所で使うよう

な大きなものというのはこの電気用品安全法の中には入ってこないということになります

けれども、まさに燃料電池につきましては、新しくできてきた製品でございます。その規

制のあり方につきましては、私どもの世界のほうで扱っていくのか、あるいは産業保安と

いうものもございますし、その辺は、現在は用品という形での規制というものはかかって

いないということになっております。これは、今後一般家庭に浸透していくにつれて課題

になっていく分野かと思います。 

○宮村委員長  よろしいですか。どうぞ。 

○東嶋委員  わかりました。初めてだったので基本的なことがわからず恐縮だったので

すけど、エネファームなどは一般家庭に入っていっているので、どっちなのかなと素朴な

疑問を抱いたものですから。承知しました、ありがとうございます。 

○宮村委員長  品目指定についても恐らく今後重要になってくると思いますが、新しい

製品が出てきたときにどう対応するかというような貴重なご意見で、ありがとうございま

した。 

 ほかにございますでしょうか。 
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 郷原先生。 

○郷原委員  先ほど松本先生がいわれたことに関連するのですが、例えばガスの事故と

いうと、パロマの事故というのをいつも思い出すのですけれども、あの事故の場合という

のは、製品の安全性が従来型の器具よりも高められた製品だったと思うのですね。そうで

あるために、逆にちょっとした故障が起きたときに、業者が行う改造が危険を生じさせた

という事例だと思うのですけれども、基準の問題として考えたら、従来型でも基準を性能

的には適合しているわけですから、その新製品は一層安全を高めたということで、より問

題ないということになると思いますけれども、別の面で、その安全な機能によってまた別

の危険が生じるということがあると思うのですね。そういう問題に対しては、この性能と

いうのはどういうふうに対応することになるのでしょうか。 

○宮村委員長  いかがですか。 

○岡部製品安全課長  性能規定の中には、安全を確保していくということで安全を担保

するという、まさにそれが求められる性能として書かれるわけですね。現在の仕様規定の

中でも、例えば安全装置を容易に改造できないこととか、そういう形で盛り込まれていま

すけれども、性能規定の中でも同様に、レベルとしては、性能としては求められていきま

すと。その点については、例えば新しい製品をつくるときに、従来製品からどこかを変え

て新しい製品をつくるといったときには、そのつけ加えたことによって全体がどうなるの

かというところも含めて、もう一度全体のリスクアセスメントをやり直していただくとい

うことになろうかと思います。 

○宮村委員長  製造事業者のほうで改造を想定したリスクアセスメントをやると、今の

お答えはそういう意味ですか。 

○岡部製品安全課長  はい、想定しているのは、具体的にいうと、例えば、パロマの事

故を受けて現在技術基準を変えた部分というのは、安全装置については容易に手が出せな

いような構造にすること。そういうようなことを今度は事業者の方が、自己適合を確認し

ていただくときにご自分で確認をしていただくということです。国は、もちろんマーケッ

トに出た後の試買テストであるとか、その後でマーケットの監視というものを行っていく

ということになろうかと思います。 

○宮村委員長  よろしいでしょうか。ありがとうございました。 

 ほかにございますでしょうか。 

 今回も、品目とか安全が逆に不安全を招かないようにしていただきたいと、そういうご
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意見をいただきました。どうもありがとうございました。 

２．リコール情報の周知に向けた取組について 

○宮村委員長  では、次の議題に移りたいと思います。議題２リコール情報の周知に向

けた取り組みについて、事務局よりご説明をお願いしたいと思います。 

○岡部製品安全課長  それでは、資料５から資料８を使いましてご説明をしたいと思い

ます。 

 まず、資料５をごらんいただきたいと思います。 

 これは、今年の２月に長崎で起きた事故でございますけれども、ＴＤＫ株式会社がつく

りました加湿器が火元になりまして、グループホームで５名の方が亡くなられたという事

故でございます。この事故を受けまして経済産業省といたしましては、危害防止命令とい

うものを発動しまして製品の回収を命じたところでございますし、またＴＤＫさんだけで

はなく、関係の流通事業者の方々にも協力を要請してまいったところでございます。現在、

ＴＤＫは回収に努力していまして、毎月、私どものところに１カ月の回収状況の報告、あ

るいは措置の報告というものをしていただいているところでございます。 

 この事故でございますけれども、火元となりました加湿器というのがリコール対象品に

なっていたものでございます。リコール中の製品が重大製品事故を起こすというのは、年

間100件ほどございます。政府のほうに報告されます重大製品事故、死亡であるとか重傷、

火災、一酸化炭素中毒、こういったものを引き起こした製品事故ではないかと疑われるも

のについての報告でございますけど、年間1,000件ほどございますけれども、その約１割

がリコールの未対策品で発生をしていると。まさにこの加湿器の例というのはそういうも

のであったと思います。 

 ちなみに、この加湿器の回収率でございますけれども、事故が起きました直後で回収率

を調べますと、２品目ほどございますけれども、それぞれ73％であるとか67％であるとか、

比較的高い回収率であったわけでございますけれども、そういったもので、かつここ数年、

事故が発生をしていなかったという中で起きた事故でございます。したがいまして、リコ

ール中のものにつきましてはより一層力を入れていかなくてはならないということでござ

いまして、もう一つ事例をご紹介させていただきたいと思います。 

 資料６でございますけれども、これはまさに先週、危害防止命令を発動したものでござ

います。案件といたしましては、有限会社グローバルトラストが韓国から輸入した石油ス

トーブで、本体を転倒させたとき、あるいは地震が起きたときに自動消火機能が働かない
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という技術基準違反があったものでございます。これは非常に重大な技術基準違反でござ

いましたので、危害防止命令をかけたところであります。この輸入した会社につきまして

は、長らく連絡がとれておりませんでしたけれども、このストーブの販売は、書類等によ

る確認はまだできておりませんが、ホームセンターのコーナンを運営されているコーナン

商事株式会社のみに販売したとグローバルトラストから聞いているところで、対象製品を

販売したコーナン商事株式会社では、平成２５年４月から自主的にリコールを開始してい

るところでございます。 

 このリコールにつきましては、本来であれば、輸入事業者であるグローバルトラストが

義務を負っているわけでございますけれども、そこの対応が未だされていないということ

でございますので、経済産業省といたしましては、消費者庁とも連携をいたしまして、全

国の自治体にも協力を呼びかけて、消費者への注意喚起やストーブの回収等の周知につい

て、まさに今取り組んでいるところでございます。この関係のプレスリリースについては、

その後ろにつけております。グローバルトラストの件は、リコール情報をいかに消費者の

方々に届けていくのかというところは非常に大きな課題だと思っております。 

 資料７のほうをごらんいただきたいと思います。 

 私どもとして、リコール情報の周知に向けた取り組みとしてこれまでやってきたことで

ございますけれども、まず製造事業者の方、輸入事業者の方、これはリコールについて一

義的に責任をもっている方々でございますけれども、今回のＴＤＫの事故をきっかけとい

たしまして、既にリコールを行われているものに対しての取り組みの強化というものが必

要であろうということで、私どものほうで、参考７－１－２に「リコール情報の周知に向

けた取組を強化します」というプレスリリースをつけております。こちらもご参考にしな

がらみていただきたいと思いますけれども、輸入事業者、製造事業者の方に対しまして、

この４月でございますけれども、再点検の呼びかけをしたところでございます。ＴＤＫの

事故を受けまして、リコール未対策品でかつ重大製品事故をその後再発しているものにつ

きましては、事業者の方にヒアリングをしまして、再点検の実施状況というものを聞いた

上で呼びかけをしたところでございます。 

 事業者の方々に対しまして個別ヒアリングを行いまして、一方、聞くだけではなくて、

他社の有益な事例などもご紹介しながら、効果的なリコール対策の検討というものを指導

させていただいているところでございます。この４月の要請の中でも、幾つか有効な事例

ということで触れさせていただいていますけれども、それ以外につきましても、私どもの
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ほうでいろいろとご相談に乗って指導をさせていただいているところでございます。 

 参考７－１－１と書いてある資料をごらんいただきたいと思いますけれども、この４月

26日に出したものの一部をご紹介しております。「製品の特性を踏まえた効果的なリコー

ルの取組」ということで、普通リコールをやるときには、新聞に社告を出すであるとか、

テレビのＣＭを出すとかというようなやり方が一般的にやられているわけでございますけ

れども、製品の特性によって有益な取り組み方というのがあろうかというふうに考えてお

ります。 

 まず１つ目、販売ルート等に特徴のある製品。例えば家電製品などにつきましては、大

手の家電の量販店の方々などは、ポイント制度で顧客情報と製品の情報が結びついておら

れるような方々がいらっしゃいます。こういった販売事業者の方の協力を得て、周知する

であるとか、あるいは消耗品や交換部品などがあるような製品につきましては、消耗品と

か交換部品を利用してリコールの周知をしていくというようなやり方がございます。 

 ２つ目は、主な使用者層が想定できるような製品でございます。これは、例えば乳幼児

の用品などが例として挙げられるかと思います。こういった乳幼児製品につきましては、

保護者の方が多く集まるような場所、例えば保育園であるとか幼稚園であるとか、あるい

は子育て世代がよく読まれる雑誌であるとか、こういったところを使いながらの周知など

でございます。 

 (3)使用地域・場所に偏りのある製品についてでございますけれども、これは現に行わ

れた電気こんろの回収の例でございますけれども、電気こんろでスイッチが誤って入って

しまうというような事故につきましては、こういったものは主にワンルームで使われるこ

とが多いということで、ワンルームの賃貸に多くあるであろうということで、ワンルーム

賃貸業をされているような、あるいは管理を行っておられるような方々への周知というも

のを行ったり、あるいは地域的によく売れた地域があるといったような場合には、その地

域に限定しての広告媒体などを使いながらリコール情報の周知を行っているというもので

ございます。 

 ４番目でございますけれども、使用時期が限定される製品、これは季節製品でございま

す。エアコンであるとかストーブであるとか加湿器であるとか、こういったのはそのシー

ズンが本格化する直前ぐらいで周知を行うという、タイミングを図っていくということで

効果を上げていこうというような取り組みがうまく成功しているような例がございまして、

こういった例を皆様にご紹介しながら行っているというところでございます。 
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 ちなみにでございますけれども、この参考７－１－１の右側のほうに、重大事故の発生

頻度が高いリコール製品がございます。これは平成19年以降発生した重大製品事故のうち、

リコールを行っていたものについて掲げたものでございます。多いものでは80件ほど起き

ているということでございます。こういった重大製品事故を多く発生してしまっている製

品を優先しながら、事業者の方々といろいろとお話しをさせていただいた結果、右下のほ

うに書いてございますように、追加対策にいろいろと取り組んでいただいているところで

ございます。 

 ガス製品については、ガスの販売事業者の協力を得て、設置事業者の方がもっておられ

る設置リストというもので追いかけていくであるとか、あるいはちょっと変わった例でい

うと、③でございますけれども、これは具体的にはアップルジャパンのほうで取り組んで

いただいている例でございますが、ｉＰｏｄなどのリコールにつきましては、ｉＰｏｄを

使うときに接続するｉＴｕｎｅｓというソフトウエア、これはパソコンにつないだときに、

対象製品についてはポップアップが上がって、それをみてからでないと使えないようにプ

ログラムを組んだというような例でございます。 

 あと、この一番右下のほうに「加湿器の回収にご協力ください」というふうに書いてあ

るのはＴＤＫの加湿器でございますけれども、これは電力の検針票の裏側を使うというよ

うな新しい媒体を使っての周知でございます。 

 それから、私どもリコール情報の周知に向けて非常に重要だと思っておりますのは、義

務があるのは製造・輸入事業者の方々でございますけれども、消費者との接点、一番消費

者に近い流通事業者の方々のご協力を得ていくというのが非常に重要だというふうに考え

ております。この点につきまして、参考７－２－２に消費者委員会建議というのをつけさ

せていただいております。内閣府の消費者委員会におきましても、リコール情報を伝えて

いく上で販売事業者の方々のご協力を得ることが大事であるから、そこについて経済産業

省で検討をするようにということで、この建議の２ページ目の下の２．でございますけれ

ども、こういったところでご示唆もいただいておりまして、私どもとして流通事業者との

協力というものを進めておるところでございます。 

 具体的な例で申し上げますと、参考７－２－１という資料をごらんいただきたいと思い

ます。 

 これは私どもと流通事業者の団体の方々などと協力関係を結びまして、私どものほうか

ら団体のほうに、リコール情報であるとか、あるいは注意喚起のリーフレット、こういっ
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たものを提供させていただいて、団体のほうから各加盟の会社のほうにその情報を流して

いただくということで、店頭でのＰＲであるとかそういうことにご協力をいただいていた

り、あるいはリコール情報そのものを買われた方に伝わるようにご協力をいただくという

ようなことをしているところでございます。 

 昨年の５月に家電量販店の方々との協力から始まりまして、その後、地域の家電の方々、

ホームセンター、通信販売、福祉関係の用具を取り扱っている方々、ちょっと変わってい

ますけどアマゾン・ジャパンとの協力。それから、つい最近でございますけれども、日本

リユース機構ともこういった協力体制を築かせていただいたところでございます。 

 それから、私どもがもう一つ今年取り組んだのは、参考７－３－１をごらんいただきた

いと思いますけれども、流通事業者向けに製品安全に関するガイドというものを策定して、

７月１日に公表をしております。これは安全原則と共通指針を示しているガイドでござい

ますが、このガイドと同時に実務的な解説であるとか実際の取り組み事例、こういったも

のを記載したガイドの解説というのも公表しております。これは流通事業者の方々に共通

的に考えていただきたいというようなことを掲げているものでございまして、これにつき

ましては、セミナーなどで周知をまさに現在行っているところでございます。今月も３カ

所でセミナーを開催させていただきますけれども、流通事業者の方と一口にいいましても、

販売形態も違いますし取り扱い製品もいろいろ違ったり、あるいは事業規模が違ったりと

いうことで、業態がいろいろと違うということを踏まえて、この安全原則、共通指針に基

づきましてそれぞれの業態ごとに製品安全ガイドの個別指針というものを作成していただ

けるとありがたいなと考えております。私どももこの作成作業の支援を現在行っていると

ころでございまして、右下にありますように、今年度につきましては中小家電、通信販売、

ホームセンター、こういったところでの個別指針の作成にご尽力をいただいているところ

でございます。 

 資料７のほうに戻りまして、私どももう一つやっておりますのは、製品安全対策優良企

業表彰制度というのがございまして、製造事業者、輸入事業者の方々だけではなくて、ま

さに消費者との接点になっていただける流通事業者の方も表彰をしております。毎年11月

を製品安全週間ということにしておりまして、そこで表彰をまさに行ったばかりでござい

ます。 

 もう一つ、リコール情報周知ということで欠かせないのは、消費者の方々の取り組みと

いうか、消費者の方々にも意識をもっていただきたいということで、私どもとしては、資
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料７に書いてございますように、プレス発表を通じてリコール情報の注意喚起をしたり、

あるいは各種のメディア、政府広報などを利用しての発信を行ったり、ＮＩＴＥと連携し

ましてリコール製品の注意喚起チラシというのをつくって、これもホームページに掲載し

たりというようなことをやっております。 

 最近では、私どもがつくりますチラシであるとかポスターにＱＲコード、二次元のバー

コードを掲載して、経済産業省の製品安全関係のホームページにつながりやすくするとい

うようなこともやっております。それから、製品安全総点検週間でのイベント、あるいは

この期間以外でも全国でセミナーを開催して、リコール情報の周知というものを行ってお

るところでございます。それにつきましては、参考７－４のところにも少し詳しく書いて

ございます。 

 これが我々が今まで取り組んできたことでございますけれども、本日、まさに皆さん方

からご意見をいろいろとちょうだいしたいなと思っているのが資料８のところでございま

して、リコール情報の周知に向けて今後どういったことに取り組んでいったらいいであろ

うかということで、私どもとして考えておることを幾つかご紹介させていただいた上で、

ご意見をいただきたいなというふうに考えております。 

 資料８の１．に書いてございますのは、今、これまでの資料で説明をさせていただいた

ところでございます。若干これに関して補足をしますと、２ページ目の一番下のところ、

「消費者に対する取組」と書いてございますところですが、２つ目の段落以降、「しかし

ながら」以降のところでございますけれども、消費者委員会のほうで消費者にアンケート

調査をとったところ、政府のリコール情報サイトのことを知っている─政府のリコール情

報サイトというのは経済産業省もございますけれども、消費者庁であるとかＮＩＴＥであ

るとか国民生活センターのほうでもこういった情報サイトというのはもっているわけでご

ざいますが、それを知っているというふうに答えた消費者は16.4％しかいなかったと。８

割以上の方が、こういうサイトを知らないというふうに回答されているということでござ

います。 

 それともう一つ、リコール情報が届いたとしても、リコール情報が届いた後の対応とし

て、消費者の方が事業者に連絡して、返品、修理をしたというのが実は６割にとどまって

いるということで、情報を届けるにも課題があるし、その届けた情報を使っていただくこ

とにも課題があるのではないかなというふうに考えております。 

 ３ページ目の２．以降、今後の対策ということで、経済産業省として、製造・輸入事業
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者の方あるいは流通事業者、消費者の方々にどういうふうに取り組んでいこうかなと。こ

の３方面から対策を講じていくというのが非常に重要だというふうに考えておりますけれ

ども、具体的にどういうことをやっていこうかと書いたのがここの部分でございます。 

 まず最初、１）の「製造・輸入事業者に対する取組」でございますけれども、(1)で

「協力事業者との連携による効果的なリコール対策の促進」とございますのは、製品の特

性を踏まえまして効果的なリコール対策の促進を促していくということで、その際に、製

造・輸入事業者の方々がほかの事業者と連携してリコール対策を進めていくということで

ございます。これは取り組み事例に書いてございますように、現在でも行っていただいて

いますけれども、ガス事業者であるとか電気事業者、公益事業者の協力を得るであるとか、

配達を行う運送業者と連携していくというようなことが考えられるのではないかと思って

いるところでございます。 

 それから、(2)でございますけれども、「高い広告効果が期待されるリコール対策の促

進」でございます。従来もチラシとかポスターの配布とかということはやっておるわけで

ございますけれども、なかなか消費者の方に認知をしていただけないということで、より

高い広告効果が期待されるような媒体というものを活用していく取り組みを促していくべ

きではないかと考えております。これは、先ほどご紹介したような検針票の裏という、比

較的手にとりやすいようなものを使うといったようなことが考えられるのではないかと思

っております。 

 (3)でございますけれども、「リコールの事前準備の促進」ということでございます。リ

コール、何か起きてから対策を行うだけではなくて、その前からリコールに対しての体制

を整えていただくというのも大事ではないかと。１つは、リコール保険を活用して費用面

での事前準備をしていただくであるとか、あるいはリコール対策の相談に乗る、あるいは

請け負うような事業者というのもいますので、そういう、ある意味でなれた方々の活用と

いうものを事業者の方に促していくということが考えられるのではないかというようなこ

とを考えております。 

 一方、４月に追加対策をお願いしたところでございますけれども、フォローアップを現

在やっておるところでございます。このフォローアップにつきましても、重大製品事故の

発生状況であるとか危害のリスク、こういったものを勘案しながら、重点的にフォローア

ップすべきものについて集中的な指導を行っていきたいというふうに考えております。 

 これの一環でございますけれども、努力していただいてもなかなか進捗率が向上しない
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というような製品につきましては、経済産業省、ＮＩＴＥでリコール製品情報の広報とい

うのは行っておりますけれども、こういったところでも優先的に取り扱っていきたいなと

いうふうに考えているところでございます。 

 １枚めくっていただきまして４ページ目、販売事業者に対する取り組みでございますけ

れども、販売事業者の方々にはぜひご協力を拡大していきたいということでございます。

(1)でございますけれども、製造・輸入事業者から協力を求められた販売事業者の方々に

おかれましては、ぜひとも店頭ＰＯＰへの掲載であるとか、チラシの配布、ポスター掲示

とか、あるいはホームページへのリコール情報の掲示、こういったものにぜひとも協力を

お願いしたいと考えております。②につきましては、これは事業者ごとにいろいろなやり

方をされていると思いますが、ポイントカードあるいはＰＯＳシステムで顧客情報と製品

情報が結びついておられるような販売事業者の方々には、ぜひともこの情報を活用して、

消費者にリコール情報を届けるというところのご協力をお願いしたいなというふうに考え

ております。 

 (2)でございますけれども、これは先ほどご紹介しましたいろいろな販売事業者、団体

との間でのリコール協力の体制というものを拡大したいというふうに考えております。 

 (3)でございますが、販売事業者の方々に、ぜひとも自主的な取り組みということで、

みずから率先的にこういったリコール情報の周知ということにご協力いただけないかなと

いうことで、先ほどご紹介した流通事業者向けの製品安全ガイド、こういったものを業界

ごとにもう少しブレークダウンしたような形で、各業界で使いやすいようなガイドの作成

というのを進めていただければなというふうに考えております。 

 これにつきましては、②に書いてございますように、販売事業者の方々の自主的な取り

組みを促すという目的で、セミナーも開催をする予定にしております。 

 (4)でございますけれども、リコール情報、なかなかインターネットなどに容易にアク

セスできない高齢者の方々に伝わりにくいのではないかということがございまして、こう

いう高齢者の方々に、リコール製品あるいは長期使用製品のことについてもぜひとも情報

は届けたいなというふうに考えているわけでございます。これにつきましては、一部の地

域では、既に地域の家電販売店の方と民生委員の方にタッグを組んでいただいて、高齢者

の方を訪問しているということをやられているというふうに聞いておりますけれども、今

後、消費者庁とも連携して、こういったことの促進というものを考えていきたいというふ

うに思っております。 
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 次のページ、３）「消費者に対する取組」でございますけれども、こちらにつきまして

は、製品安全総点検週間あるいはそれ以外の機会をとらまえまして、広報の徹底をしてい

きたいということでございます。 

 (2)については、最近、携帯端末というのは非常に便利になってきておりますので、ぜ

ひともこういうところから容易にリコール情報がとれるようなサイトにアクセスしていた

だくことを考えて、ＱＲコードの掲載というものをやっていきたいと考えています。 

 (3)でございますが、関係省庁との連携でございます。これは製品の特性ごとに、例え

ば高齢者の方々が入っているグループホームのようなところで使われているものであれば

厚生労働省と協力をしていくとか、あるいは学校で事故が多発している場合には文科省と

連携をしていく、消費者庁などとも連携しながら消費者教育を促進していくということを

やっていくべきではないかというふうに考えております。 

 (4)のリコール情報の広報でございますけれども、現在、政府広報とか、あとＮＩＴＥ

は月に１回、定期プレスをやっていただいていますけれども、こういった広報活動をさら

に促進したいというふうに考えております。 

 (5)は再掲でございますので、説明は省略をさせていただきます。 

 以上でございます。 

○宮村委員長  ありがとうございました。 

 本日は、消費者庁のほうから宗林課長さんがみえておりますので、消費者庁における消

費者に対する取り組みについてご紹介していただければありがたいと思います。よろしく

お願いします。 

○消費者庁宗林消費者安全課長  消費者庁消費者安全課でございます。 

 まず、今経済産業省のほうからご説明がありましたとおり、製品のリコール情報につき

ましては、連携をとりまして、情報をいただいたときには、私ども消費者行政の窓口、あ

るいは消費生活センターへの縦の連絡をしております。また、相談員さんが直接みられる

ようなツールがございますので、そこにも情報を掲載するというような形でさせていただ

いております。 

 あと、消費者庁は、消費生活用製品安全法に基づく重大事故情報の公表というものを担

っておりますので、重大事故があるたびに公表をさせていただいております。先ほども参

考７－１－１という資料の中に、「重大事故の発生頻度が高いリコール製品（上位10製

品）」と書いてございましたけれども、このオレンジでくくっているものはリコール製品
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でありますので、特記事項という形で前に出させていただいて、重大事故が発生するたび

に回収率等々を把握しまして掲載をさせていただいているということで、週２回の公表を

させていただいております。 

 消費者庁は、製品に関してはそういったところでございますが、そのほか、例えば化粧

品であるとか、今も頻繁に連絡が入ってきていますけれども、ほかの商品に関しまして、

全般的にリコール情報の一元化サイトの運用を昨年24年５月から開始しております。例え

ば、いろいろな省庁のリコール情報を一元化するというような観点で出発しましたが、こ

ちらのほうで、現在は新聞情報であるとか事故を起こしたというようなことがある場合に、

事業者に積極的に働きかけをしまして、事業者からもリコール情報であればとるというよ

うなこともしますし、また自主回収にするべきではないかというものについては、事業者

を呼びましてそういった働きかけをした上で、このリコールサイトの充実ということをし

ております。 

 昨年の開始から比べますとアクセス数も大変多くなっておりますし、先ほどご紹介あり

ました長崎の加湿器の事故がございましたときに、かなり古いリコールのものでございま

したので、私たち消費者庁ができましてから４年ちょっとということでございますが、過

去のものにも遡及してといいますか、過去のものも含めてリコール情報の掲載を追加して

いるところでございまして、リコール製品の掲載数も今どんどんふえているというような

状態でございます。 

 というところで、このリコールサイトのメールマガジンの登録、あるいはリコールサイ

トの検索をなるべくしやすくということで、写真の掲載であるとか、あるいは文字列の検

索であるとか、そういったものを日々改修しているということで、毎年度改修を行ってお

ります。このリコールサイトの周知、あるいは消費者へのリコールの周知ということで、

消費者へ直接届けるところがなかなか難しいのでありますが、消費者月間等々もございま

して、自治体向けにいろいろなポスター等をつくっております。例えば、自治体でも回覧

板まで入れていただくとなりますと、数千部ぐらいこちらで印刷をしまして自治体に送り

込むというような形にすると、やっと回覧板にのるかなというようなことでございます。

大変小さな町ですと、全部のお宅に配ってくださるというところも一部ございますが、そ

ういったようなことで、何十万部というような形でのポスターを作成して配布していると

いうような取り組みをさせていただいております。 

 なるべく消費者への直接の周知というようなことで取り組んでまいりたいと思いますの
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で、これからも経済産業省とも連携をしまして、製品に関しましては、例えばグローバル

トラストについても、もちろん縦の方向で消費者行政の部門にも流しておりますし、その

他についても連携させていただきたいなというふうに思っております。 

 また、来年度でございますが、先ほどの資料にもちょっと出てきておりますけれども、

先駆的モデル事業ということで、特に高齢者にどうしたら伝わるのかというようなことに

取り組みたいというふうに考えております。例えばケアマネジャーであるとか、民生委員

であるとかというところまで伝わるようにというようなことで、５地域ぐらいをまずモデ

ルプランとして立てまして、取り組みを展開していきたいというふうに考えているところ

でございまして、これは予算要求時点でございますが、26年度はそのようなことを考えて

おります。 

 以上でございます。 

○宮村委員長  ありがとうございました。 

 リコール情報の周知について、取り組み状況、今後の対応についてご説明をいただきま

した。 

 ご質問、ご意見ございましたら、遠慮なくお願いしたいと思います。 

 藤田さん、どうぞ。 

○オブザーバー（藤田）  ジャパン・リサイクル・アソシエーションの藤田です。リコ

ールに対して、リユース業界の意見を４つほど述べさせていただきます。 

 まず１つ目には、リコールとは、消費生活用製品の事故の発生及び拡大の可能性を事業

者は最小限にするために対応するというふうに定義されております。しかし、現場の意見

からいいますと、我々には、メーカーがリコールを本気で取り組む姿勢が感じられており

ません。ただリコール情報を出しておけばよいというものでもありません。リコール製品

が何万台となれば、たくさんの経費がかかると思います。本気で回収、修理、交換などを

やりたくないのではと疑問に感じております。死亡事故、人身事故、けがなどに及ばなけ

れば、リコールは余り積極的に解決しようと考えていないのではないでしょうか。 

 我々があるメーカーに協力を申し出ても、自社でやっておりますとそっけない返事であ

ります。死亡事故が発生しているのに、何とメーカーのエゴなのかと感じております。ま

た、リコール製品の通報を行っても、１カ月近く放置されるような状態であります。３回

電話をしてやっと取りに来るような状況であり、理由を聞くと、人がいないということで

あります。何人でやっているのかと聞くと、答えられない始末です。時間を延ばして自然
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消滅を待つようなことではいけないと思います。そして、もっとリコールをアピールしな

ければならない製品があり、同じ機種で同じ箇所が毎度壊れている製品がたくさんありま

す。このようなことは、メーカーが全国の修理担当者から情報が上がってきているはずな

のですから、素早く善処していただきたくお願いいたします。 

 けが人や死亡事故が発生しないと対応しないのかと疑ってしまうような現状です。一概

にはいえないと思いますが、リコールとなる基準などはもっと明確にしていただきたく思

います。 

 ２番目に、消費者にどのようにリコール製品をお知らせするのかということであります。

テレビ、新聞等も当然ながら、もっとできることを全てやらなければなりません。人の命

がかかっているわけですから、全国の電気用品販売店、リユース販売店に対して、チラシ、

カタログをつくって店頭へ張り出していただくことであります。メーカーは、販売促進の

ためならば立派なカタログをつくるわけですから、人身事故にかかわるリコールのときは、

同じように消費者にわかりやすく、現物写真とメーカー名、型式、不具合などを解説しな

ければならないと思います。それで１件でも事故が未然に防げればよいというふうに考え

ます。 

 ３番目に、年式と型式の表示であります。長期使用製品安全表示制度対象５品目だけで

はなく、家電製品全般に反映させていただきたい。このことは前から何回も話しておりま

すが、徹底しておりません。また、対象５品目でさえ、エアコンなど室内機に年式等が表

示されていないものがあります。また、表示していても非常に小さく、みづらくなってお

ります。まず、消費者のために製造年数の提示はなくてはならないことであります。製造

年月は全ての基準になります。まず、自分の使っている製品が何年に買って、何年使って

いるのかということが、製品安全の面からも経年劣化の観点からも消費者に認識していた

だくことであります。また、リコールなどが起こった場合に、型式等がすぐにわかる場所

に表示していただく必要があります。メーカーとしては、デザインの観点からは問題があ

るかもしれませんが、リコールのことを考えれば、消費者のために製品の前面のみやすい

ところに表示するべきではないでしょうか。そして、ついには販売店が年式遅れを消費者

に伝えず販売していることであります。前年度の売れ残り製品は、１年前、２年前の製造

であることをいわなければなりません。それをただ新品として販売するのは、少し問題が

あるといわざるを得ません。 

 ４番目、その製品をリユースするときは、年式によりリユース業者が査定金額を決めま
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す。よって、消費者は不利益をこうむります。このような不正が起こらないためにも、消

費者が一目みてみやすいところに製造年数と型式を表示することを要望いたします。 

 まとめとして、１番目、リコール基準の明確化とメーカーによる基準の厳守。２番目、

メーカーによるリコール製品の広報活動と全ての販売店への協力要請及び広報活動の実施。

３番目、メーカーによる家電製品の製造年月表示及び型式表示の徹底。４番目、上記項目

の監督官庁による指導監督をお願い申し上げます。 

 それともう一つ、ちょっと後先になってしまうのですが、来年26年の１月からの施行の

省令なのですが、８ページ目のところに「設計上の標準使用期間を超えて使用すると、経

年劣化による発火・けが等の事故に至るおそれがある旨」というふうに書かれているので

すが、私たちが現場で、最近、不思議だなと思うところがあります。これは、大体今洗濯

機の前に張りつけてくれているのですが、７年というふうに書かれております。消費者は、

私たち全員が、７年でそういう危険なことが起こるのかという非常に強い疑問があります。

７年たったら買いかえていくということなのかなと疑問もあります。ですから、この年数

を決められるときには、今までの事故例とか非常に慎重なことを検討されて年数を決めて

いただきたい、設計上のものをつくっていただきたいというふうに思います。最近では、

輸入業者の中で、暖房器具が３年というふうに書かれているところもあります。余りにも

短いねと。短ければ短いでいいのかというふうな考え方もあると思いますので、その辺は

慎重に年数を記入していただければというふうに考えております。 

 以上です。 

○宮村委員長  どうも貴重なご意見ありがとうございました。今後に反映させていただ

きたいと思います。 

 では、郷原先生。 

○郷原委員  回収率を高めていくことはもちろん重要だと思うのですが、それ以上に重

要なことは、全体として事故をどう防いでいくのか、重大な事故をどう防いでいくのか、

どこにどういうリスクがあるのかということの把握だと思うのです。同じ未回収の機器で

も、それがどういう危険、どういう事故を及ぼす可能性があるかということによって、回

収の必要性というのは全然違ってくると思うのです。先ほどもいいました例えばパロマの

湯沸器、いまだに回収が続いていますけれども、あれは修理業者の不正改造と消費者側の

使用方法が重なって起きる事故です。今は放置されているようなものがたまにみつかるだ

けですけれども、ほとんど危険性はゼロだと思います。しかし、回収はまだ続いています。 
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ＴＤＫの加湿器も、５年以上事故は起きていなかった。だから、そろそろ回収の必要が

なくなるのではないかと思われていたということなのですが、しかし、こういう今回のグ

ループホームでの火災のような、さまざまな条件が重なると事故が起きるのです。 

 ですから、このリコール対象品は、どういう条件が重なったら事故が起きるのかという

ことをある程度想定していかないといけないのではないか。それに対する対策として考え

られるのは、今、周知のほうばかり考えられているようですが、消費者がそれを認識した

からといって、果たしてすぐ動くだろうか。その動きというのはなかなか期待できないと

すれば、積極的に探してみつけるということしかないと思うのです。 

 ５ページに関係省庁との連携というのが書いてあるのですが、これも基本的には、単な

る周知のために関係省庁に協力してもらうというだけですよね。例えばグループホームの

火災を考えたときには、スプリンクラーの問題とか、火災警報器の問題とか、消防法上の

問題もあるわけです。ですから消防庁と連携をして、そういう消防法上の問題についての

立入検査の際に、危険な製品が残っていないかどうかということを徹底して探してもらう

ことも必要だと思いますし、これから高齢化社会ということになると、こういった高齢者

が住んでいるところの危険というのは非常に大きくなると思いますから、厚労省との連携

を考えるのであれば、厚労省の社会福祉法人を所管しているところで、毎年のいろいろな

監督の中で、危険なものを使ってないかということを確かめてもらうというようなリスク

に対する実質的な対応を行っていく必要があるのではないかと思います。 

○宮村委員長  連携が重要だということですが、何かございますか。 

○岡部製品安全課長  関係省庁との連携というのは必ずしも周知だけではなくて、まだ

これは今交渉中の話ではありますけれども、厚労省との協力の中には、施設の中を探して

もらうということも含めてお願いをしているところでございます。 

○宮村委員長  複合すると大きな事故になる場合もありますので、そういうシナリオを

もって臨んでいただけるといいと思います。 

 では、水流先生どうぞ。 

○水流委員  今おっしゃられている各省庁との連携の一つの考え方なのですが、各個人

に委ねたのでは、どうも発見後の回収まで至るというのは非常に難しいと。プライベート

に委ねると。そうすると、可能なところからやるしかないと思うのですが、厚労省関係で

あれば病院とか─病院は、病院の中の安全ということで医療機器のほうにしか目がないの

ですけれども、実は病院の中にはいろいろな家庭生活機器が入り込んでいるわけで、それ
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を探す担当者というのを指定するようなことはできるはずなのですね。 

 そういう面とか、サービスつき高齢者住宅が今むちゃくちゃ増えておりますので、それ

に関しては、年に１度そういうチェックを図るであるとか、みつかったときのその後の動

きというもの、プロセスを規定してしまって、それをやっていただく。なければ、そこで

なかったという報告をしていただく。 

 あと、一番難しいのは各家庭だと思うのですけれども、厚生労働省関係でいくと、自宅

の中まで入り込んでいくというタイプのサービスの中に、往診とか─今は往診のかわりに

訪問看護というのがあるので、そういったところで第三者がそれを監視するというところ

については、できるところをやっていくということで働きかけていくというのは、向こう

にとっても─それは方法がわからなかったというのもあると思いますので、標準的な方法

をこちらでつくり込んで、渡せばできるようにするというのが大事かなと。 

 あと、文科省の件なのですけど、私は国民の認識というか、製品安全に対する感度を高

めるということをそろそろやらなきゃいけないのではないかと思っていて、日本の場合、

非常に安全です。安全な製品が出回っているので、国民のほうの安全に対する感度が落ち

ている気がするのですね。だとすると、どうやったらいいかというときに、交通安全が非

常にいいモデルになると思うのですが、自動車が普及してきたときに、小学校の中で交通

安全に関する教育プログラムを、ほぼ全国で同じようなことをやったわけですよね。それ

をやり続けていくことによって、小学校のときに、自分はどういったマナーで交通安全に

取り組まないといけないかという社会的責任そのものを本人が学ぶ。その次は、自分が自

動車免許をとるときに、今度は自分が加害者になるほうですから、そこで学ぶという形で、

２段階方式の安全教育になっていると思うのです。 

 例えばなのですが、モデル事業的に１個やってみてはどうかと思っているのは、小学校

のおおよそ４、５、６年ぐらいの子供たちに対して教育したものは、大人になっても覚え

ていることが多いのですよね。そうすると、５年生か６年生ぐらいのときに１回、家庭内

の製品チェックみたいなプログラムを学校の授業の中で１コマだけ、交通安全と同じよう

にやってもらう。チェックシート等の標準プロセスを全部設計しておいて、自分の家庭に

ついて、一度全部、製品というものをチェックする。その後、今の子供たちは学校に全て

ＩＴ機器がありますので、そこから入力をするというような形。入力をすると、それがリ

コールの製品の対象になっているかどうかということがわかるとか、そういう一連の教育

プログラムとして実施することと、小学生ですので、夏休みの宿題、演習課題みたいな形
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で、自分のおじいちゃん、おばあちゃんの家を訪問して、そこの製品をチェックするとい

うような具体的なアクションですね。その後、発見した場合にどうするかというのは、一

応可視化されたプロセスがあって、そこまでいかないということは多いと思うのですけれ

ども、そういった標準プログラムみたいなものをつくってしまって、いかがでしょうかと

いうようなことを文科省と経産省のほうでやってみてはいかがかなという提案です。 

○宮村委員長  非常に貴重な提案ですが、いかがですか。 

○岡部製品安全課長  ありがとうございます。消費者庁などとも相談してみたいと思い

ます。 

○宮村委員長  いろいろリスクも家庭の構造によって変わってくるということですね。

そういう情報をうまく利用してリスクを低減していただくといいのではないかと思います。 

 では、小野委員。 

○小野委員  質問になります。本日ご説明いただきましたポイントカード等の顧客情報

を活用した取り組み、あるいはリフォームの事業者、製品の修理をされている事業者、乳

幼児や介護福祉施設等への周知の取り組みはとてもすばらしい取り組みだと思います。実

際に消費者との接点のあるさまざまな企業や団体からのアプローチというのは、非常に有

効だと思います。 

 しかしその一方で、法人が購入している備品などの製品についてはどのような取り組み

になっているのかお聞きをしたいと思います。と申しますのは、法人がもっている備品と

いうのは、購入する部門と使用する部門が違っていたり、組織の変更で引っ越しを繰り返

しているうちに保管管理責任が曖昧になる場合もあります。特に購入された備品が10万円

未満ですと損金として処理することが多くなりますので、帳簿上での管理も難しいと考え

ております。 

 最近では、さまざまに業務をアウトソーシングする企業がふえてきたり、ＳＯＨＯのよ

うな小規模なオフィスもふえております。管轄するオフィスも１カ所でなくさまざまとな

っておりますので、少々気になりました。もし検討の余地があるようでしたら、法人向け

に販売されている事業者とか、あるいは流通事業者向けの対策の一つとして加えていただ

けたらと考えております。 

 以上です。 

○宮村委員長  いかがでしょうか。 

○岡部製品安全課長  消費生活用製品といいながら実際にはオフィスでも使われている
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というもの、たくさんあるかと思います。これまで、法人に特化したというか、法人に使

われているという想定のもとでの施策というものは手薄だったかと思いますので、その辺

もちょっと考えてみたいと思います。 

○宮村委員長  ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 では、北原さん。 

○オブザーバー（北原）  電機商組合であります。私どもの組合員は、全国にほぼ２万

の会員がおりますけれども、どうも今経産省の資料からみても、地域店の存在が薄い。量

販店ばかりが言葉に出てくる。これでは困ると思いますね。今、高齢者宅の問題も出てお

りますけれども、私は今日、自慢話でなくて、皆さんにご披露しておきたい。 

 一昨年から、私ども全国電機商組合が提唱しまして、３年目でありますけど、やっと今

年、46都道府県全部で足並みがそろいましたけれども、９月を高齢者の安全点検の月と。

私どもは電機商でありますので、電機製品に限った安全点検をするわけですけれども、３

年たってやっと幾らか地についたかなという感じがするのですが、実は地域によっては、

県へお願いをし、また各自治体にお願いして、自治体の皆さんに一緒に回ってもらう。安

全点検で高齢者のところを一緒に回ってもらう。または、民生委員の皆さんに一緒に回っ

てもらう。こういうことをして、今年は家電流通協６メーカーでありますけれども、６メ

ーカーからリコール品の一覧表をいただいて、巡回するときに、そういう特殊なものがな

いかどうか質問をしたり、アンケート形態でとったりする。また、高齢者のところが、蛍

光灯など照明器具が古くなってほこりがかぶっていれば、地区によっては、お掃除もして

回っているわけであります。数の点で量販とかそういうところが多く出てきますけれども、

私ども地域店は、地元のお客さんのきずなが大事でありますので、そんなことがある面で

は商売につながるのではないかということで、行政がいま一つ前に出ないところもありま

すけれども、先ほどどなたかのご意見もありましたけれども、行政にいま少しそういうこ

とを応援してもらえば、高齢者のリコール品の探しにもなるし、同時に安全な製品の使い

方ということでは十分にＰＲができると思いますけど、残念ながら行政がついてきてない。

実態はついてこない。面倒くさいことはいいなと。 

 いま一つは、業者の商売のお手伝いになるようなことはだめだというようなこともある

わけでありますので、リコールということも一つでありますけれども、もっと安全に使っ

ていくためのものを本気になって、もしこの委員会ができることでしたら、先ほど消防庁

という話もありましたけれども、行政の皆さんが挙げてそういうことに取り組んでいく。
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特に高齢者のところにあるものは、パナソニックの前のＦＦなどでもそうですけれども、

倉庫の中にあって、全く使っていないけれども、何かあったら使おうと思っていたという

ようなのがありますので、そんなようなことも含めて、本当に行政挙げてお力をいただき

たい。特に私ども、今年は経産省からお手伝いいただいて、パンフレットもつくっていた

だきました。そんなことで徹底をしております。 

 実は、３日が大阪、名古屋が４日、この11日に東京で販売事業者向けのセミナーが開か

れておるわけです。おととい大阪へ行ってまいりましたけれども、実際には250名の会場

を用意し、多く呼びかけられたと思いますけれども、集まったのは、私の勘定したところ

では50数名、60名弱の人しか集まっていないわけです。せっかくこういういい企画をして

いるのに、集める徹底─私どもも含めて電機屋のおやじというのは、やはり地域でそうい

うことをやっていきますので、もっと出なきゃいけないねということを私は痛感して帰っ

てきたわけで、人さまに文句をいう前に、自分たちの組織をいま少し、こういうものに参

加しなきゃいけないなという気概で帰ってきましたけれども、せっかくいい機会をつくっ

ても一部の人しか出てこない。もっと徹底したやり方を考えていけば、こうしたリコール

対策とか安全対策ということに有効になってくると思います。 

 私は電機商の責任者ではありますけれども、ややもすると電機業界は量販店が主体で、

地域店はどこか隅のほうに追いやられています。都会は知りませんけれども、田舎へ行け

ば地域店の存在というのは非常に必要なものであるし、いま少しこれから電気製品の安全

ということについては何か修理のルールをつくっていただいて、それなりの修理者がちゃ

んと料金をいただけるような形にしたり、また消費者の皆さんも安心して頼めるようなこ

とを、資格問題も含めてこういうところで検討してもらえれば、私はリコールを含めた安

全ということに役立ってくると思います。ややもすれば、私どもの業界は販売量が小さい

ということで袖にされている感じがします。袖にされてもいいのですけれども、本当の意

味で高齢者宅の安全というのにもっともっと関心をもってもらうことをご提言させていた

だきます。ありがとうございました。 

○宮村委員長  地域性も考えて取り組みを進めるということですので、今後ともご協力

よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、大河内さん。 

○大河内委員  時間がないので感想みたいなものなのですけれども、私は、製品安全に

関する今の流れは大変歓迎したいと思っています。つくって売るだけではだめなんだとい
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うことに、皆さん共通の認識ができてきたのではないかと思っているのですけれど。いま

では、私たち消費者も買っただけではだめで使い方やリコールへの態度を問われているわ

けですけど、ここは大変時間のかかるところですから、アイデアが出尽くしたと考えずに、

知恵を集めてやっていければなと思っています。 

○宮村委員長  地道に継続的にやっていきたいと思いますが、それでは、伊藤さん、申

しわけありませんけど簡単にお願いできますか。 

○オブザーバー（伊藤）  質問でもさしたる具体的な提言でもなくて、実行できるかど

うかわからないのですが、歴史を翻ってみて、もちろん製品安全課長の手元だけの問題で

はないと思いますが、かつて日本では、半世紀以上前になるのですが、これは実際にやっ

ていたことです。通商産業省の管理で工業品検査所というものがございまして、日本から

輸出する製品を、輸出に適するかどうかということを事前に工業品検査所で検査する時代

がありました。もう半世紀以上前で、私がまだ20代のころですから古い話ですけど、今日

の話はほとんどが、問題が起こったことに対する対応策。回収もそうなら公表するのも全

部対応策ですね。経済全般にわたることではなくて人命にかかわるような工業製品という

ことになると、非常に間口が狭くなります。ですから、そういうものに限定してでも、水

際で国内と海外を分けて、私は全中貿、輸入事業者の代表でございますので、画一的にで

はなしに、ここで余り発言するのは─近くの国の製品は輸入をしませんが、食品などにな

ると非常に広範になって難しい。工業製品に関係しますと、命にかかわるやつは水際でせ

きとめて、国内でそれ以後一切基本的には問題が起こらないような措置をすることは、最

初は少し組織とかお金がかかっても、人命という点からいったら、役所がするに値するこ

とであるかもしれません。 

 今申し上げた工業品検査所というのは、本当にあった。古い役人の人は知っているでし

ょう。輸出する前にそこへもっていって、国が決めた基準に適合するかどうか検査を受け

て、合格したら検査合格証というラベルを受けて、その後初めて輸出ができる、通関がで

きるのです。その逆に水際で、特定の国で私はいいと思います。人間でも今、入国係官は

みんな査証とか何かでちゃんとやっているわけですから、そういうことを考えられるのも

一つの、今の岡部製品安全課長は実感がわかないと思いますが、そういうことが事実この

国にあったと。それは特に自動車産業に厳しかったです。私は当時20代中ごろで、検査の

係をやっていましたから、持ち込んではアウトになって、またやり直して、合格するまで

やって、品質が上がったら初めて輸出が許された。その逆を輸入前に水際でやるというこ
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とは一つの考え方で、対応策以前の問題で、一考に値するだろうと思います。参考までに、

歴史をひもといて一言申し上げました。 

○宮村委員長  ありがとうございました。 

 それでは、時間も押し迫っておりますので、今回いろいろ議論したことにつきましては、

改めて進捗状況をご報告させていただきたいと思いますので、次の最後の議題のほうに移

らせていただきます。 

３．製品安全政策の取組状況について 

○宮村委員長  議題３製品安全対策の取り組み状況について、１つ目、平成24年度の報

告、２つ目がインターネット上の違反品に対する対応について、あわせて事務局よりご説

明をお願いしたいと思います。 

○岡部製品安全課長  時間も余りございませんので、簡単にご説明したいと思います。

資料９で24年度の製品安全関係の情報をご報告させていただきますけれども、６ページ、

７ページをごらんいただきたいと思いますが、重大製品事故、24年度1,077件と、ほぼ横

ばいで推移をしてきております。相変わらず火災が４分の３を占めているというところで

ございます。 

 それから、11ページをごらんいただきますと、生産国別の事故の状況をみてみると、国

産で６割、外国産で４割ですけれども、中国製の製品で約３割の事故が起きているという

ところでございます。 

 あと、14ページ以降で、今回初めてこういう分析をしてみたというものでございますけ

れども、重大製品事故が多発している製品ごとに、製品起因だったのかそれ以外の要因だ

ったのか。重大製品事故として報告される中身は、必ずしも製品が原因で起こったものだ

けではなくて、後からよく調べるとそれ以外だったというところもございます。これをみ

てみますと、例えばエアコンであれば、約３割が製品事故であって、半分以上は非製品起

因であったというものでございますし、ずっとページをめくっていただきまして、例えば

24ページでございますが、ガスこんろにつきましては、これはガスこんろ自身の製品とし

ての対策が進んだということもあると考えておりますが、製品起因は実は２％で、４分の

３は誤使用とか不注意であったとか、こういったような分析もしております。これはお時

間あったときにごらんいただければと思います。 

 資料10でございますけれども、我々が取り組んでいる施策を１つご紹介したいと思いま

すが、技術基準に違反しているような製品が最近インターネットのオークションサイト、
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ショッピングサイトで出回ってくることが目につくようになっております。オークション

サイトで売られているものについては、連絡先とかがはっきり書いてないものもございま

す。こういうものにつきましては、オークションサイトの運営事業者の方と協力をしまし

て、彼らの協力を得て連絡をつける、あるいはそれでも無視をしているような場合、対応

をとらない場合については、このサイトからの出品停止、アカウントの削除というものを

行っていただいている、こういったようなこともやっております。 

 簡単でございますけど、以上でございます。 

○宮村委員長  ありがとうございました。 

 今のご説明について、後で事務局のほうへ連絡していただいても結構ですが、ご意見、

ご質疑、この場でぜひ発言しておきたいということがありましたら、時間の都合もありま

すけど、手を挙げていただきたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいですか。 

 では、青山委員。 

○青山委員  時間がないので１点だけ。リコールだとわかっていながら消費者が使い続

けるという場合も結構あります。製品事故が発生したときに原因究明すると、リコール品

だったということがあります。これは今、消費者教育推進法ができております。そういう

中で、文科省と連携して消費者教育を徹底するということもあわせてやっていただきたい

なというふうに思っています。 

 以上です。 

○宮村委員長  ご意見ありがとうございます。 

 それでは、今日は非常に貴重なご意見をたくさんいただきまして、ありがとうございま

す。 

４．その他 

○宮村委員長  それでは、最後に、事務局のほうより事務連絡をよろしくお願いしたい

と思います。 

○岡部製品安全課長  本日の議事録に関しましては、先ほど公開ということでお話しを

しておりますけれども、事務局で議事録を作成した上で、後日、委員の皆様方にご確認い

ただく予定ですので、その際はよろしくお願いいたします。 

○宮村委員長  ありがとうございます。 

 それでは、以上をもちまして第１回の製品安全小委員会を終了いたしたいと思います。

本日は、お忙しいところを長時間、また熱心に議論をいただきましてありがとうございま
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した。 

――了―― 


